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                ラテン・アメリカの地域金融協力フレームワーク                                                   

                                                                                                         

                                                 主任研究員 吉田 頼且              
 

 2 月 22 日に韓国とインドネシア両国の中央銀行が 10 億ドルの通貨スワップ協定に合

意し年内に調印予定と報道された。通貨スワップ協定は、投機的な通貨攻撃を受けた際

に為替市場への介入資金を機動的に供与することを主な目的とする。アジアにおける地

域金融協力の一環として、チェンマイ･イニシアティブによる二国間通貨スワップ協定

締結が進展し、日本、韓国、中国と ASEAN 諸国間で構築されたネットワーク総額は、

345 億ドル(2003 年 12 月末)に達している。 
 
 ラテン･アメリカにおいても、通貨スワップ協定を始めとする地域金融協力のフレー

ムワークが存在することはあまり知られていない。メキシコは、NAFTA(北米自由貿易

協定)のメンバー国として、米国、カナダの金融当局と各々通貨スワップ協定を締結し

毎年更新している。 1994 年 1 月に発効した NAFTA の枠組みの下、同年 4 月に NAFTA
加盟 3 ヶ国間で NAFA(北米枠組み協定)が調印され、NAFA に基づく通貨スワップ協定

が締結されたものである。 
 

 
 
メキシコ中銀は米国と 60 億米ドル(米財務省為替安定化基金 30 億ドル、米連銀 30 億ド

ル)、カナダ中銀と 10 億カナダドルのスワップ枠を設定し、米連銀とカナダ中銀は 20
億米ドルの枠を設定(上図)。 
 
 1995 年のメキシコ通貨危機の際には、通貨スワップ協定に基づく資金が引き出され

たが、市場の投機圧力を押えきれず変動相場制への移行を余儀なくされ、IMF ファシリ

ティを含む約 300 億ドルの救済パッケージがメキシコに供与された。 
 
 次に、アンデス地域 5 カ国(コロンビア、エクアドル、ヴェネズエラ、ペルー、ボリ

ヴィア)を中心に 1991 年に設立されたラテン･アメリカ準備基金(FLAR)がある。 1978
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年にアンデス準備基金として発足し、名称変更後コスタ・リカを加え現在 6 ヶ国が加盟

している。各国払込資本(2003 年 3 月末総額 20 億ドル)を使い、IMF ファシリティを補

完して加盟国の国際収支赤字に対する救済融資を行ってきた。現在は各国外準の運用を

主要業務としているが、2003 年 7 月には基金の高格付(Aa2/A+)を利用して 150 百万ドル

のヤンキー債発行を実現させた。 
 
 ラテン･アメリカ諸国とアジア諸国は共に通貨危機に遭遇したことを考えれば、もっ

と互いの経験に基づく知識を共有して各自の地域金融協力に活かす道があるのではな

いか。その意味では、日本政府と IDB(米州開銀)が 1999 年に設立したジャパン・プログ

ラムが、両地域間の知識やベスト･プラクティスの移転支援を目的とし、IDB と ADB(ア
ジア開銀)共同の政策調査・比較研究を活発化させている点や、2001 年に発足した

FEALAC(東アジア･ラテンアメリカ協力フォーラム)が外相会合、セミナー等を通じて活

動し始めた点が特筆され、今後の進展が期待される。 
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